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業 特 別 会 計 の 資 金 不 足 比 率 審 査 の 結 果 に つ い て  
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令和７（２０２５）年度決算に基づく柏崎市産業団地事業特別会計 

資金不足比率審査意見 

 

１ 審査の対象 

令和７（２０２５）年度決算に基づく産業団地事業特別会計に係る資金不足比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類  

 

２ 審査の期間 

  令和８（２０２６）年７月２８日から令和８（２０２６）年８月２１日まで 

 

３ 審査の方法 

審査に付された資金不足比率が関係法令に準拠して適正に算定されているか、また、   

その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼として審査し

た。 

 

４ 審査の結果 

⑴ 総合意見 

審査に付された資金不足比率は適正に算定されており、また、その算定の基礎

となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められる。  

会 計 名 経営健全化基準 令和 7(2025)年度 令和 6(2024)年度 備考 

産 業 団 地 事 業 

特 別 会 計 
20.0％ － ％ － ％  

（注）資金不足は生じていないため、記載すべき比率がないことから、「－」で表

記している。 

 

⑵ 個別意見 

産業団地事業特別会計において、資金不足は生じておらず、良好な状態を示して

いる。 

 

⑶ 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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（参　考）

○　産業団地事業特別会計に係る資金収支不足比率の状況

令和7(2025)年度 （単位：千円）

区　　分 産 業 団 地 事 業 特 別 会 計

歳出額（控除後）
 　　①-②-③-④＝

Ａ 1,334,050

歳出額（控除前） ① 1,334,050

控除企業債等 ② 0

控除未払金等 ③ 0

ＰＦＩ建設事業費等 ④ 0

算入地方債の現在高 Ｂ 0

歳入額（控除後）
　　　⑤-⑥＝

Ｃ 1,507,839

歳入額（控除前） ⑤ 1,507,839

控除財源 ⑥ 0

解消可能資金不足額 Ｄ 0

資金不足額計算式

Ａ＋Ｂ－Ｃ（－Ｄ）＝ Ｅ

資金不足額 Ｆ 0

事業の規模　　　⑦-⑧＝ Ｇ 0

営業収益の額 ⑦ 0

受託工事収益の額 ⑧ 0

―

経営健全化基準 20.0%

令和6(2024)年度 （単位：千円）
区　　分 産 業 団 地 事 業 特 別 会 計

資金不足比率

実質的な資金不足比率
―

Ｅ÷Ｇ

―
Ｆ÷Ｇ

資金不足額 Ｆ ―

事業の規模 Ｇ ―

資金不足比率                 Ｆ÷Ｇ

（注）資金不足が生じている場合は、正の値で表示。
      剰余額が生じている場合は、負の値で表示している。

資金不足額計算式 Ｅ ―

△ 173,789

実質的な資金不足比率
―

Ｅ÷Ｇ


